
 

 

 

２０２４年１２月３日 

 

三井住友海上火災保険株式会社 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

 

～仕事と育児の両立を後押し～ 

業務災害補償保険「出産・育児休業支援費用補償特約」を販売開始 
 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上火災保険株式会社（代表取締役社長：舩曵 真一郎）

とあいおいニッセイ同和損害保険株式会社（代表取締役社長：新納 啓介）は、２０２５年４月以降の保険   

始期契約より、業務災害補償保険加入者向けに「出産・育児休業支援費用補償特約」を販売します。 

本特約により、育児休業取得者本人や同僚に対する手当金を補償することで、仕事と育児の 両立を後押し

し、出産・育児を職場全体で支え合い、応援する企業風土の醸成を支援していきます。 

 

１．背景 

２０２４年５月に改正された育児・介護休業法※１では、事業者に対して、子の年齢に応じたテレワーク等の

柔軟な働き方を実現するための措置拡充や、男性の育児休業取得推進に向けた育児休業等の取得状況の公表

義務拡大などを定めています。２０２５年４月１日からの段階的施行に向け、育児休業の取得を推進する 

事業者が増える中、両社は、企業における仕事と育児の両立、および人材確保を実現するため、「出産・   

育児休業支援費用補償特約」を開発しました。 
 

※１：厚生労働省「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」 

 

２．「出産・育児休業支援費用補償特約」の概要 

（１）概要 

従業員が子の出産または育児のために保険期間中に休業を開始し、次のいずれかの事象に該当した場合、 

事業者が対象となる費用を負担することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。 
 

事象 

①休業を開始した日からその日を含めて、法定休業※２により合計で３１日以上休業 

した場合 

②休業を開始した日からその日を含めて、出生日以降に法定休業以外の制度による 

休業を含めて連続して３１日以上休業した場合（ただし、法定休業を６日以上取得

したときに限る） 

対象となる

費用 

①休業する従業員へ支給するものとして定める金銭 

②休業する従業員とは別の従業員へ、休業の取得推進のために支給するものとして  

定める金銭 

支払限度額 

１回の休業につき、以下①②の合計で３０万円を限度とします。 

対象となる費用①：３万円 

対象となる費用②：補償対象者１名あたり３万円 
 

※２：法定休業とは、次のいずれかによる休業をいいます。 

・労働基準法に基づく産前産後休業 

・育児介護休業法に基づく出生時育児休業または育児休業 
 

（２）対象商品 

中堅・中小企業向けに、従業員の業務上災害リスクに関する補償等を提供している業務災害補償保険  

加入者向けに販売します。 
 

商品名 引受保険会社 

ビジネスＪネクスト 

（業務災害補償保険）  
三井住友海上 

タフビズ業務災害補償保険 
 

あいおいニッセイ同和損保 

 

以 上 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html

